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【第８条】 労働契約の内容の変更 

条文 

‣労働契約の内容の変更 

労働者及び使用者は、その合意により、労働契約の内容である労働条件を変更することができる。 

解説 

(１) 趣旨 

‣趣旨 

(２) 内容 

① 法第８条は、「労働者及び使用者」が「合意」するという要件を満たした場合に、「労働契約の内容であ

る労働条件」が「変更」されるという法的効果が生じることを規定したものです。 
 

② 法第８条に「合意により」と規定されているとおり、労働契約の内容である労働条件 は、労働契約の締

結当事者である労働者及び使用者の合意のみにより変更されるもので す。したがって、労働契約の

変更の要件としては、変更内容について書面を交付するこ とまでは求められないものです。労働条件

の変更に対する労働者の同意の有無について、山梨県民信用組合事件（最高裁平成２８年２月１９日

第二小法廷判決。最高裁判所民事 判例集７０巻２号１２３頁）において、「就業規則に定められた賃金

や退職金に関する 労働条件の変更に対する労働者の同意の有無については、当該変更を受け入れる

旨の労 働者の行為の有無だけでなく、当該変更により労働者にもたらされる不利益の内容及び 程

度、労働者により当該行為がされるに至った経緯及びその態様、当該行為に先立つ労 働者への情報

提供又は説明の内容等に照らして、当該行為が労働者の自由な意思に基づ いてされたものと認める

に足りる合理的な理由が客観的に存在するか否かという観点からも、判断されるべきものと解する

のが相当である」と判示されており、当該同意の有無については労働者の自由な意思に基づいてされ

たものと認めるに足りる合理的な 理由が客観的に存在するか否かという観点からも判断されていま

す。 
 

③ 法第８条の「労働契約の内容である労働条件」には、労働者及び使用者の合意により労働契約の内容

となっていた労働条件のほか、法第７条本文により就業規則で定める労働条件によるものとされた

労働契約の内容である労働条件、法第１０条本文により就業規則の変更により変更された労働契約の

内容である労働条件及び法第１２条により就 業規則で定める基準によることとされた労働条件が含

まれるものであり、労働契約の内容である労働条件はすべて含まれるものです。 

当事者の合意により契約が変更されることは、契約の一般原則であり、労働契約についても当て

はまるものであって、法第８条は、この労働契約の変更についての基本原則である「合意の原則」

を確認したものです。 

【第８条については、次の裁判例が参考になります】 

○ 労働条件の変更に対する労働者の同意に関する判断要素を示したものとして山梨県民信用組合事件

（最高裁平成２８年２月１９日第二小法廷判決）（→P.72 参照） 


